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(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高（百万円）  262,065  229,643  178,415  182,670  144,159

経常利益（百万円）  5,422  4,084  2,183  2,256  802

当期純利益（百万円）  3,414  2,209  1,340  1,447  516

包括利益（百万円）  －  －  －  637  492

純資産額（百万円）  59,762  59,234  59,564  59,596  58,716

総資産額（百万円）  97,276  82,203  86,817  92,422  79,882

１株当たり純資産額（円）  1,910.45  1,956.15  1,967.08  1,968.14  2,005.34

１株当たり当期純利益（円）  106.95  71.61  44.28  47.81  17.10

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％）  61.4  72.1  68.6  64.5  73.5

自己資本利益率（％）  5.7  3.7  2.3  2.4  0.9

株価収益率（倍）  9.7  8.8  17.8  14.7  40.8

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
 14,136  12,954  7,701  △12,962  14,771

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
 △453  △240  223  63  △826

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
 △12,853  △8,480  △1,446  4,461  △5,550

現金及び現金同等物の期末残高 

（百万円） 
 5,003  9,077  15,491  6,824  15,235

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（名） 
 783

(95)

 766

(88)

 717

(85)

 

 

746

(87)

 709

(92)
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高（百万円）  205,461  175,538  129,083  125,516  96,972

経常利益（百万円）  3,950  3,383  1,684  1,363  529

当期純利益（百万円）  2,406  1,734  1,160  802  408

資本金（百万円）  14,811  14,811  14,811  14,811  14,811

発行済株式総数（株）  31,983,373  31,983,373  30,281,373  30,281,373  30,281,373

純資産額（百万円）  54,585  53,960  54,347  54,501  53,574

総資産額（百万円）  85,781  72,601  74,198  75,930  69,685

１株当たり純資産額（円）  1,744.97  1,781.99  1,794.78  1,799.90  1,829.72

１株当たり配当額（円） 
（うち１株当たり中間配当額）

（円） 

 38

(18)

 38

(18)

 20

(10)

 

 

20

(10)

 20

(10)

１株当たり当期純利益（円）  75.37  56.21  38.31  26.51  13.52

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％）  63.6  74.3  73.2  71.8  76.9

自己資本利益率（％）  4.4  3.2  2.1  1.5  0.8

株価収益率（倍）  13.8  11.2  20.6  26.5  51.6

配当性向（％）  50.4  67.6  52.2  75.4  147.9

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（名） 

 597

(85)

 593

(82)

 554

(80)

 

 

582

(83)

 555

(87)
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２【沿革】

年月 項目

昭和26年11月 三信電気株式会社を設立。 

昭和34年９月 大阪営業所（現大阪支店）を設置。 

昭和36年８月 高松支店を設置。 

昭和38年９月 静岡営業所（現静岡支店）を設置。 

昭和44年10月 上諏訪営業所（現諏訪支店）を設置。 

昭和48年４月 八王子営業所（現立川支店）を設置。 

昭和48年７月 広島営業所（現広島支店）を設置。 

昭和48年11月 仙台営業所（現仙台支店）を設置。 

昭和51年９月 台湾・台北に現地法人松栄電気股份有限公司（現台湾三信電気股份有限公司）を設立。（現連結

子会社） 

昭和52年２月 香港に現地法人SANSHIN ELECTRONICS (HONG KONG) CO., LTD. を設立。（現連結子会社） 

昭和52年12月 シンガポールに現地法人SANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE (PTE) LTD. を設立。（現連結子会社） 

昭和53年６月 名古屋営業所（現名古屋支店）を設置。 

昭和55年10月 物流センター（現厚木物流センター）を設置。 

昭和56年10月 三信エンジニアリング株式会社の営業の一部を譲受。 

昭和58年２月 長岡出張所（現長岡支店）を設置。 

昭和59年８月 熊谷出張所（現熊谷支店）を設置。 

昭和60年７月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和62年12月 京都営業所（現京都支店）を設置。 

昭和63年12月 米国・カリフォルニア州に現地法人SANSHIN ELECTRONICS CORPORATIONを設立。（現連結子会

社） 

平成元年10月 大阪物流センターを設置。 

平成４年４月 仙台物流センターを設置。 

平成５年５月 マレーシア・クアラルンプールに現地法人SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) SDN. BHD. を設

立。（現非連結子会社） 

平成７年10月 日本情報機器株式会社を吸収合併。 

徳島営業所（現徳島支店）を設置。 

平成８年９月 東京証券取引所市場第一部に指定替え。 

平成９年８月 タイ・バンコクに現地法人SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) CO., LTD.を設立。（現非連結子会

社） 

平成11年４月 宇都宮支店を設置。 

平成13年11月 株式会社エス・エヌメディアテクノ（現株式会社三信メディア・ソリューションズ）を設立。

（現非連結子会社） 

平成14年８月 中国・上海に現地法人三信国際貿易（上海）有限公司を設立。（現非連結子会社） 

平成14年11月 三信ネットワークサービス株式会社を設立。（現連結子会社） 

平成18年３月 韓国・ソウルに現地法人SANSHIN ELECTRONICS KOREA CO., LTD.を設立。（現連結子会社） 

平成21年４月 中国・深圳に現地法人三信力電子（深圳）有限公司を設立。（現非連結子会社） 

平成21年９月 アクシスデバイス・テクノロジー株式会社を設立。（現非連結子会社） 
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 当社の企業集団は、当社、子会社12社で構成されており、当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業

に係る位置づけは次のとおりであります。 

 なお、当社及び連結子会社６社における２事業区分は「第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 注記事項」に

掲げるセグメント情報の区分と同一であります。 

  

当社及び連結子会社６社 

非連結子会社６社 

  

３【事業の内容】

事業区分 名称 事業内容 

デバイス事業 当社 
半導体・電子部品の販売並びに

輸出入 

  SANSHIN ELECTRONICS (HONG KONG) CO., LTD. 
半導体・電子部品の販売並びに

輸出入 

  SANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE (PTE) LTD. 
半導体・電子部品の販売並びに

輸出入 

  台湾三信電気股份有限公司 
半導体・電子部品の販売並びに

輸出入 

  SANSHIN ELECTRONICS CORPORATION 
半導体・電子部品の販売並びに

輸出入 

  SANSHIN ELECTRONICS KOREA CO., LTD. 

半導体・電子部品及び電子機器

に係わる技術サービス並びに情

報収集・情報提供 

ソリューション事業 当社 電子機器の販売並びに輸出入 

  三信ネットワークサービス株式会社 
情報通信システムに関する技術

サービス 

名称 事業内容 

株式会社三信メディア・ソリューションズ 
放送事業に係わる技術サービス並びに情報収集・情報

提供 

アクシスデバイス・テクノロジー株式会社 
半導体に係わる技術サービス並びに情報収集・情報提

供 

三信国際貿易（上海）有限公司 
半導体・電子部品及び電子機器に係わる販売・技術サ

ービス並びに情報収集・情報提供 

三信力電子（深圳）有限公司 
半導体・電子部品及び電子機器に係わる技術サービス

並びに情報収集・情報提供 

SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) SDN. BHD. 
半導体・電子部品及び電子機器に係わる技術サービス

並びに情報収集・情報提供 

SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) CO., LTD. 
半導体・電子部品及び電子機器に係わる技術サービス

並びに情報収集・情報提供 
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 事業の系統図は次のとおりです。 
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（連結子会社） 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当しております。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ SANSHIN ELECTRONICS(HONG KONG)CO.,LTD.及びSANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE(PTE)LTD.並びに台湾三信電

気股份有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

主要な損益情報等 SANSHIN ELECTRONICS(HONG KONG)CO.,LTD. 

          (1)売上高    37,676百万円 

(2)経常利益     312百万円 

(3)当期純利益    271百万円 

(4)純資産額    3,609百万円 
(5)総資産額    9,352百万円 

SANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE(PTE)LTD. 

(1)売上高    15,783百万円 

(2)経常利益      79百万円 

(3)当期純利益     71百万円 

(4)純資産額    2,369百万円 
(5)総資産額    3,619百万円 

台湾三信電気股份有限公司 

(1)売上高    15,827百万円 

(2)経常利益     239百万円 

(3)当期純利益    194百万円 

(4)純資産額    1,404百万円 
(5)総資産額    6,328百万円 

   

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容

SANSHIN  

ELECTRONICS 

(HONG KONG) 

CO.,LTD. 

（注）２、４ 

香港 
US$千 

 12,820
デバイス事業  100

当社及び当該会社

が販売する商品の

一部を相互に供給 

役員の兼任あり 

SANSHIN  

ELECTRONICS 

SINGAPORE(PTE)LTD. 

（注）４ 

シンガポール共

和国 

US$千 

 1,939
デバイス事業  100

当社及び当該会社

が販売する商品の

一部を相互に供給 

役員の兼任あり 

台湾三信電気股份有

限公司（注）４ 

台湾 

台北市 

NT$千 

 160,000
デバイス事業  100

当社及び当該会社

が販売する商品の

一部を相互に供給 

役員の兼任あり 

SANSHIN  

ELECTRONICS 

CORPORATION 

米国 

カリフォルニア

州 

US$千 

 3,000
デバイス事業  100

当社及び当該会社

が販売する商品の

一部を相互に供給 

役員の兼任あり 

SANSHIN  

ELECTRONICS 

KOREA CO.,LTD. 

韓国 

ソウル市 

W千 

 5,000,000
デバイス事業  100

当社及びSANSHIN 

ELECTRONICS 

(HONG KONG) 

CO.,LTD.が販売す

る商品に係わる情

報収集・情報提供 

役員の兼任あり 

三信ネットワークサ

ービス株式会社 
東京都港区 30百万円 

ソリューション事

業 
 100

当社が販売する商

品及び役務の一部

を購入 

役員の兼任あり 
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(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

(2）提出会社の状況 

  

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

  

５【従業員の状況】

  平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名） 

デバイス事業 447 〔8〕 

ソリューション事業 176 〔6〕 

全社（共通） 86 〔78〕 

合計 709 〔92〕 

  平成24年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

〔87〕 555  41.5  16.2  6,345,356

セグメントの名称 従業員数（名） 

デバイス事業 332 〔4〕 

ソリューション事業 137 〔5〕 

全社（共通） 86 〔78〕 

合計 555 〔87〕 
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(1）業績 

当連結会計年度の世界経済は、長引く欧州の財政問題を背景に、米国の景気回復は力強さを欠き、アジア諸国で

も景気拡大・回復が減速するなど、厳しい情勢となりました。また、我が国経済につきましても、年度終盤に円高

傾向が若干緩み、株価も回復に向かったものの、年度全体では厳しい状況で推移しました。 

当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、厳しい世界経済による消費低迷や国内における地

上デジタル放送への移行完了により、テレビやブルーレイディスクレコーダ等の販売が低迷しました。また、東日

本大震災やタイの洪水被害がサプライチェーンの混乱を招き、企業の生産活動に大きな影響を与えました。 

このようななか当社グループは、事業力の強化と経営基盤の整備に取り組み、売上高の増加並びに収益力の向上

に努めてまいりました。 

しかしながら、事業環境の変化や東日本大震災、タイ洪水被害の影響、また主要仕入先の統合に伴い人員増強を

含めた投資を行ったことなどにより、当期の連結業績は、売上高は1,441億59百万円（前期比21.1％減）、営業利

益は10億8百万円（前期比53.4％減）、経常利益は8億2百万円（前期比64.5％減）、当期純利益は5億16百万円（前

期比64.3％減）となりました。また、ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）は、0.9％となりました。 

  

セグメントの業績は、次の通りです。 

① デバイス事業 

デバイス事業におきましては、主にエレクトロニクスメーカー向けに半導体（システムＬＳＩ、マイコン、液晶

ディスプレイドライバＩＣ、メモリ等）や電子部品（コネクタ、コンデンサ、回路基板等）の販売に加え、ソフト

開発やＡＳＩＣ設計等の技術サポートを行っております。 

当連結会計年度におきましては、半導体は主要仕入先の統合に伴い獲得した新規商流が増加したものの、家庭用

ゲーム機並びにデジタル家電向けシステムＬＳＩや携帯電話向けチップセット、ハードディスク駆動装置向けＩＣ

などが減少し、売上高が前期に比べ減少いたしました。また、電子部品につきましても、家庭用ゲーム機向けをは

じめ総じて減少し、売上高が前期に比べ減少いたしました。 

この結果、連結デバイス事業の売上高は1,331億31百万円（前期比22.1％減）、セグメント損益は3億98百万円

（前期比78.9％減）となりました。 

なお、受注高は1,267億78百万円、受注残高は303億5百万円となりました。 

  

② ソリューション事業 

ソリューション事業におきましては、主に企業や医療機関、官公庁、自治体向けに情報通信ネットワークや基幹

業務システムの販売及び保守・サポート等を行うネットワークシステム関連ビジネスと、放送局や映像制作のプロ

ダクション向けに映像コンテンツの編集や送出、配信に使用するシステムやソフトウエアの販売等を行う映像シス

テム関連ビジネスを展開しております。 

当連結会計年度におきましては、ネットワークシステム関連ビジネス及び映像システム関連ビジネスともに、売

上高が前期に比べ減少いたしました。 

この結果、連結ソリューション事業の売上高は110億28百万円（前期比6.6％減）、セグメント損益は、保守やサ

ポートなどのノンハード分野の売上総利益率が向上し、加えて販売費及び一般管理費の削減に努めたことから、9

億26百万円（前期比29.0％増）となりました。 

なお、受注高は109億92百万円、受注残高は43億58百万円となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
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(2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、売上債権の減少及びたな卸資産の減少等により収入が増加し

たため、前連結会計年度末に比べて84億10百万円増加し、152億35百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少及びたな卸資産の減少等による収入が

仕入債務の減少等による支出を上回り、147億71百万円の収入となりました。その結果、前連結会計年度が129億62

百万円の支出であったことから、277億34百万円の収入増となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出等により8億26百万円

の支出となりました。その結果、前連結会計年度が63百万円の収入であったことから、8億90百万円の支出増とな

りました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済による支出及び自己株式の取得によ

る支出等により55億50百万円の支出となりました。その結果、前連結会計年度が44億61百万円の収入であったこと

から、100億12百万円の支出増となりました。 
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(1）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

当連結会計年度の任天堂株式会社、シャープ株式会社については、総販売高の１００分の１０未満のため記

載しておりません。 

  

２【仕入、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 仕入高（百万円） 前期比（％） 

デバイス事業  120,956  △27.5

ソリューション事業  8,277  △7.6

合計  129,233       △26.5

セグメントの名称 受注高（百万円） 前期比（％）
受注残高 

（百万円） 
前期比（％）

デバイス事業  126,778   △29.2  30,305        △17.3

ソリューション事業  10,992        △12.2  4,358        △0.8

合計  137,770     △28.1  34,664        △15.6

セグメントの名称 販売高（百万円） 前期比（％） 

デバイス事業  133,131       △22.1

ソリューション事業  11,028       △6.6

合計  144,159       △21.1

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

任天堂株式会社  27,656  15.1  －  －

シャープ株式会社  25,196  13.8  －  －
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①事業力の強化 

イ．拡販製品・分野の再構築（デバイス事業）  

 仕入先が収益確保に向けた戦略製品の見直しを強力に推し進めるなか、当社グループとしては仕入先の戦略との整

合を図りながら販売体制を見直し、効果的な拡販活動に努めてまいります。また、顧客ニーズがあるものについては

新たな仕入先を確保するなど、拡販製品のラインアップの拡充に取り組んでまいります。 

 一方、顧客においても合弁化や提携を含む事業ポートフォリオの再編が顕著になるなか、当社グループとしても既

存の拡販分野だけでは収益規模が縮小しかねない状況となっております。顧客の戦略の変化を見極めながら、収益規

模の維持・拡大に向け注力すべき拡販分野を明確化し、必要な販売体制の整備を進めてまいります。また、新規商流

獲得による顧客の開拓にも努め、ターゲットの裾野を拡げてまいります。 

  

ロ．海外ビジネスの展開力の強化（デバイス事業） 

 国内メーカーにおける海外への生産移管はますます加速しており、また移管先も地理的な広がりを見せておりま

す。当社グループといたしましては、人的リソースの適正配置やロジスティクスの整備に努め、生産移管への対応強

化に取り組んでまいります。 

 また、海外ＥＭＳ／ＯＤＭ（電子機器の受託製造サービス／相手先ブランドによる設計製造）企業に対する拡販強

化を図るべく、現地におけるエンジニアスキルの向上にも努めてまいります。 

  

ハ．ストック・ビジネスの拡大（ソリューション事業） 

 保守・サポートなどのストック・ビジネスの拡大を既存顧客の深耕と新規顧客の開拓の二つのアプローチで進めて

まいります。ソリューション事業では、ネットワーク、セキュリティ、ビジネスアプリケーション、映像コンテンツ

編集システムなど、得意とする領域が幅広く存在しますが、まだまだ領域ごとに顧客が異なっている状況です。当社

グループとしては、これらの領域間の融合を進めることで、今まで一定の領域にしか納入できていなかった顧客の深

耕を図り、ストック・ビジネスの拡大に繋げてまいります。 

 また、これと並行してパートナー企業との協業を進め、新規顧客の開拓に注力し、ストック・ビジネスの持続的な

拡大に努めてまいります。 

   

②経営基盤の整備 

イ．人材の強化  

 当社グループにとっての最大の経営資源は「人」です。特に、目まぐるしく変化する事業環境のなか、新たな事業

戦略を立案し推進する力が必要です。中堅・若手社員だけでなく、次代の経営を担う階層向けの教育も充実させ、グ

ループ全体の環境変化への対応力の向上を目指してまいります。 

 また、スキル保有者の採用や継続した新卒採用にも併行して取り組み、事業力の強化に努めてまいります。 

  

ロ．インフラの整備 

 海外への生産移管が進むなか、当期には国内の物流拠点の統合を進めるなど、ロジスティクス体制の最適化に努め

ました。今後も顧客や仕入先のビジネス変化によりロジスティクス体制の見直しを機動的に進め、複雑なサプライチ

ェーンの管理強化と物流コストの圧縮に努めてまいります。 

 また、情報システムの拡充を継続し、商談管理や情報共有といった拡販活動の効率化やリスク・ミニマムの徹底に

取り組んでまいります。 

  

３【対処すべき課題】
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有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの経営成績及び財務状

況等（株価等を含む）に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項と考えております。 

（1）主要取引先への依存度 

当社グループの仕入先のうち、ルネサスエレクトロニクス㈱に対する仕入高の構成比は、当連結会計年度にお

いて約60％を占めております。このため、当仕入先の生産動向や生産計画及びこれらに関する方針の変更によ

り、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。また、当社グループの販売先のうち国内外大手エレ

クトロニクスメーカー４社及びそれぞれのグループ会社に対する売上高合計の構成比は、当連結会計年度におい

て約60％を占めております。このため当販売先の生産動向、生産体制、当販売先からの受注動向及びこれらに関

する方針の変更が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

（2）市場環境 

当社グループの主要な販売品である半導体や電子部品は、携帯電話やテレビ、家庭用ゲーム機等の民生用電子

機器に搭載されるものが多く、これらの民生用電子機器の市場環境や国内外の景気動向が、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。 

（3）財政構造 

当社グループは、売上債権の回収期間と比較して仕入債務の支払期間が短くなっております。そのため、売上

の増加に伴い運転資金の需要が発生することから、この運転資金を金融機関等外部から調達する財政構造となっ

ております。このため当社の財政状態及び経営成績は、今後の当社の販売動向、金利動向及び金融諸情勢により

影響を受ける可能性があります。 

  

（4）為替相場 

当社グループの経営成績及び財政状態は、為替相場の変動によって影響を受けます。当社グループの連結財務

諸表は円建て表示されており、為替変動は外貨建ての資産、負債、収益、費用及び在外連結子会社の外貨建財務

諸表の円換算額に影響を与えます。当社グループは、このような為替相場の変動による影響を軽減または回避す

るための努力をしておりますが、完全に排除することは不可能であり、当社グループの業績等に影響を及ぼす可

能性があります。 

（5）海外活動に潜在するリスク 

当社グループの事業は、日本国内だけでなく、アジアを中心とした海外の各国で行われており、海外の各国に

おける政治的、社会的状況の変化、並びに経済的問題の発生や法律、税制の改正等により、当社グループの業績

等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（提出会社） 

販売等の提携 

  

 該当事項はありません。 

  

４【事業等のリスク】

５【経営上の重要な契約等】

提携先 取扱商品 契約の種類

日本電気株式会社 電子機器 販売特約店契約 

ルネサスエレクトロニクス株式会社及びルネ

サスエレクトロニクス販売株式会社 
半導体製品およびこれに関連する製品 特約店契約 

６【研究開発活動】
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当社グループに関する財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討内容は原則として連結財

務諸表に基づいて分析した内容です。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末日（平成24年３月31日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

（1）財政状態の分析 

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて125億39百万円減少し、798億82百万円となり

ました。これは主に現金及び預金の増加84億10百万円、売上債権の減少161億79百万円、商品の減少46億66百万

円等によるものです。 

一方、負債は、仕入債務の減少74億41百万円、借入金の減少43億18百万円等により116億59百万円減少し、211

億66百万円となりました。 

 純資産は、利益剰余金の減少89百万円、自己株式の増加7億66百万円、その他有価証券評価差額金の増加7百万

円、為替換算調整勘定の減少60百万円等により8億79百万円減少し、587億16百万円となりました。 

（2）キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローの分析については「１ 業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおり

であります。 

（3）経営成績の分析 

①売上高 

デバイス事業におきましては、主にエレクトロニクスメーカー向けに半導体（システムＬＳＩ、マイコン、液

晶ディスプレイドライバＩＣ、メモリ等）や電子部品（コネクタ、コンデンサ、回路基板等）の販売に加え、ソ

フト開発やＡＳＩＣ設計等の技術サポートを行っております。 

当連結会計年度におきましては、半導体は主要仕入先の統合に伴い獲得した新規商流が増加したものの、家庭

用ゲーム機並びにデジタル家電向けシステムＬＳＩや携帯電話向けチップセット、ハードディスク駆動装置向け

ＩＣなどが減少し、売上高が前期に比べ減少いたしました。また、電子部品につきましても、家庭用ゲーム機向

けをはじめ総じて減少し、売上高が前期に比べ減少いたしました。 

この結果、連結デバイス事業の売上高は1,331億31百万円（前期比22.1％減）、セグメント損益は3億98百万円

（前期比78.9％減）となりました。 

なお、受注高は1,267億78百万円、受注残高は303億5百万円となりました。 

ソリューション事業におきましては、主に企業や医療機関、官公庁、自治体向けに情報通信ネットワークや基

幹業務システムの販売及び保守・サポート等を行うネットワークシステム関連ビジネスと、放送局や映像制作の

プロダクション向けに映像コンテンツの編集や送出、配信に使用するシステムやソフトウエアの販売等を行う映

像システム関連ビジネスを展開しております。 

当連結会計年度におきましては、ネットワークシステム関連ビジネス及び映像システム関連ビジネスともに、

売上高が前期に比べ減少いたしました。 

この結果、連結ソリューション事業の売上高は110億28百万円（前期比6.6％減）、セグメント損益は、保守や

サポートなどのノンハード分野の売上総利益率が向上し、加えて販売費及び一般管理費の削減に努めたことか

ら、9億26百万円（前期比29.0％増）となりました。 

なお、受注高は109億92百万円、受注残高は43億58百万円となりました。 

  

②売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は売上の減少に伴い、前連結会計年度の1,711億3百万円から373億86百万円減少し、1,337億17百万円

となりました。販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ30百万円増加し、94億33百万円となりました。こ

れは主に当社の給料及び手当の増加の影響等によるものです。 

  

③営業外損益 

営業外損益は、前連結会計年度の93百万円の収益（純額）から3億円減少し、2億6百万円の損失（純額）とな

りました。これは主に為替差損の増加、受取配当金の減少の影響等によるものです。 

  

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2012/06/21 15:06:4611792621_有価証券報告書_20120621150622

- 13 -



④特別損益 

特別損益は前連結会計年度の3億82百万円の損失（純額）から13百万円の損失（純額）となりました。これは

主に当社の減損損失、投資有価証券評価損の減少等によるものです。 

  

⑤法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額 

税効果会計適用後の法人税等の負担率が前連結会計年度の22.8％から11.8ポイント上昇し34.6％となっており

ます。これは主に税率変更による期末繰延税金資産の減額修正等によるものです。 

  

⑥当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度の14億47百万円に対し、9億31百万円減の5億16百万円となりました。１株当た

りの当期純利益は、前連結会計年度の47.81円に対し、17.10円となりました。 

（4）中長期的な会社の経営戦略 

 デバイス事業におきましては、グローバル競争の激化や相次ぐ自然災害を背景に、半導体・電子部品メーカーと

いった当社グループの仕入先だけでなく、テレビやＰＣ等のセットメーカーなど当社グループの顧客にも急速かつ

大規模な変革の動きが見られております。このようななか、顧客のニーズの変化や仕入先の戦略を見極めながら従

来の販売体制を見直し、収益規模の拡大並びに収益性の改善に向けた取り組みを強化してまいります。 

 ソリューション事業におきましては、この数年企業のネットワークの保守・サポートといったストック・ビジネ

スの着実な拡大が奏功し、収益性は大きく改善してきました。今後もクラウドコンピューティングの進展やモバイ

ル端末の急速な普及などにより、ストック・ビジネスの領域は広がるものと見込まれます。当社グループとしては

ストック・ビジネスをさらに拡大させ、強固な収益基盤の構築に努めてまいります。 
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 当社及び連結子会社は「新規事業、収益改善に寄与する案件への積極投資」を基本戦略として、当連結会計年度は

全社における基幹販売管理システムとＰＣの更新に伴う投資等を中心に全体で121百万円の設備投資を実施しまし

た。 

 このうちデバイス事業においては、評価・検証のためのツールの購入を中心に81百万円の設備投資を実施しまし

た。 

 所要資金につきましては、いずれの設備投資も主に自己資金を充当し、新たな社債の発行等のファイナンスは行い

ませんでした。 

  

(1）提出会社 

 (2）国内子会社 

記載すべき事項はありません。 

  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

  平成24年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

セグメントの
名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数

（名）
建物及び構
築物 

土地
(面積㎡) リース資産 その他 合計 

本社 

（東京都港区） 

デバイス事

業・ソリュ

ーション事

業・全社 

その他設備 1,182
 

(836) 

985
8  17 2,194

 
〔1〕

333

別館 
（東京都港区） 

デバイス事

業・ソリュ

ーション事

業・全社 

その他設備 133
 

(155) 

2
－  0 135  0

厚木物流センター・情報シ

ステム部・開発部 
（神奈川県海老名市） 

デバイス事

業・全社 

その他設

備・物流設

備 
323

 

(6,019) 

893
21  6 1,245

 
〔60〕

56

大阪支店 

（大阪府吹田市） 

デバイス事

業・ソリュ

ーション事

業 

その他設備 57
 

(642) 

60
－  0 117

 
〔1〕

67

  
仙台物流センター・仙台支

店（仙台市太白区） 

  

デバイス事

業 

その他設

備・物流設

備 
95

 

(813) 

87
－  0 183  4
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(3）在外子会社 

記載すべき事項はありません。 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、車輌運搬具、工具器具及び備品の合計であります。なお、金額については消

費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

(1）提出会社 

平成24年３月31日現在 

(2）在外子会社 

平成24年３月31日現在 

３ 従業員数の〔 〕は、臨時従業員数を外数で記載しております。 

  

(1）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名（所在地） セグメントの名称 設備の内容
従業員数 
（名） 

年間賃借料又
はリース料
（百万円） 

立川支店 

（東京都立川市） 
デバイス事業 その他設備  13  13

大阪物流センター 

（大阪府茨木市） 

デバイス事業・ 

ソリューション事業 
物流設備 6〔15〕  20

会社名（所在地） セグメントの名称 設備の内容
従業員数 
（名） 

年間賃借料又
はリース料
（百万円） 

SANSHIN ELECTRONICS 

(HONG KONG)CO., LTD. 

（香港） 

デバイス事業 その他設備 〔1〕39  15

SANSHIN ELECTRONICS 

SINGAPORE(PTE)LTD. 

（シンガポール共和国） 

デバイス事業 その他設備 〔1〕22  11

３【設備の新設、除却等の計画】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（注） 自己株式の消却による減少であります。 

  

（注）１．自己株式1,001,371株は、「個人その他」に10,013単元、「単元未満株式の状況」に71株含めて記載してお

ります。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、10単元含まれております。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  76,171,000

計  76,171,000

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成24年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  30,281,373  30,281,373
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数100株

計  30,281,373  30,281,373 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年５月26日 

（注） 
 △1,702  30,281  －  14,811  －  15,329

（６）【所有者別状況】

  平成24年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地
方公共団体 金融機関 金融商品取

引業者 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） －  36 27 63 119 2  3,533  3,780 － 

所有株式数

（単元） 
－  93,816 2,146 39,703 87,230 4  79,755  302,654  15,973

所有株式数の

割合（％） 
－  31.01 0.71 13.12 28.81 0.00  26.35  100.00 － 
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（７）【大株主の状況】

  平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社松永榮一 東京都港区白金台２丁目５－２３  2,200  7.27

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（三井住友信託銀行再信託分・ルネ

サスエレクトロニクス株式会社退職給付

信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１１  2,049  6.77

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１  1,465  4.84

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２  1,000  3.30

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ  

ＣＯ．（ＡＶＦＣ）ＳＵＢ Ａ／Ｃ 

ＡＭＥＲＩＣＡＮ ＣＬＩＥＮＴＳ 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

５０ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ  

ＣＡＮＡＲＹ ＷＨＡＲＦ  

ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ５ＮＴ， ＵＫ 

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１） 

 948  3.13

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ 

ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ  

０２１０１ Ｕ．Ｓ．Ａ．  

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１） 

 931  3.08

ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ 

ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ 

ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ  

（常任代理人 シティバンク銀行株式会

社） 

３８８ ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ  

ＳＴＲＥＥＴ， ＮＥＷ ＹＯＲＫ， 

ＮＹ １００１３， Ｕ．Ｓ．Ａ．  

（東京都品川区東品川２丁目３－１４） 

 756  2.50

ＢＢＨ ＦＯＲ ＢＢＨＴＳＩＡ  

ＮＵＶＥＥＮ ＧＬＯＢＡＬ  

ＩＮＶＥＳＴＯＲＳ ＦＵＮＤ  

ＰＬＣ／ＮＵＶＥＥＮ  

ＴＲＡＤＥＷＩＮＤＳ ＧＬＯ 

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行）  

ＡＲＴＨＵＲ ＣＯＸ  

ＢＵＩＬＤＩＮＧ ＥＡＲＬＳＦＯＲＴ

ＣＥＮＴＲＥ ＥＡＲＬＳＦＯＲＴ  

ＴＥＲＲＡＣＥ ＤＵＢＬＩＮ ２  

ＩＲＥＬＡＮＤ 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

 730  2.41

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１－３  548  1.81

ＪＰＭＣＢ ＵＳＡ  

ＲＥＳＩＤＥＮＴＳ ＰＥＮＳＩＯＮ 

ＪＡＳＤＥＣ ＬＥＮＤ ３８５０５１ 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行決済営業部） 

２７０ ＰＡＲＫ ＡＶＥＮＵＥ，  

ＮＥＷ ＹＯＲＫ，ＮＹ １００１７， 

Ｕ．Ｓ．Ａ．  

（東京都中央区月島４丁目１６－１３） 

 504  1.67

計 －  11,135  36.77
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（注）１． 上記のほか、自己株式が1,001千株あります。 

  

   ２． 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成23年11月８日付の大量保有報告書の変更報告書の写

しの送付があり、同社の関係会社が平成23年10月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を

受けておりますが、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外は当社として当事業年度末時点における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

   ３． トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシーから平成24年４月２日付の大量保有報告書

の変更報告書の写しの送付があり、同社が平成24年３月28日現在で以下のとおり株式を保有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

      また、当社は、同社が平成23年５月16日付で関東財務局に提出した大量保有報告書（変更報告書）の記載に

基づき、同社が主要株主に該当するとして平成23年５月18日付で臨時報告書（主要株主の異動）を提出し

ております。なお、当社は、同社が平成24年４月17日付で関東財務局に提出した大量保有報告書（変更報

告書）の記載に基づき、同社が主要株主に該当しなくなったとして平成24年４月19日付で臨時報告書（主

要株主の異動）を提出しております。  

  

   ４． 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社から平成24年４月５日付の大量保有報告書の写しの送付があ

り、同社の関係会社が平成24年３月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１  459  1.52

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５  576  1.90

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５  72  0.24

計 －  1,107  3.66

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

トレードウィンズ・グローバル・ 

インベスターズ・エルエルシー 

アメリカ合衆国90067 カリフォルニア

州ロス・アンゼルス、センチュリー・パ

ーク・イースト 2049番地 20階 

 3,921  12.95

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友信託銀行株式会社 

（現 三井住友信託銀行株式会社） 
大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－３３  699  2.31

中央三井アセット信託銀行株式会社 

（現 三井住友信託銀行株式会社）  
東京都港区芝３丁目－２３－１   770  2.54

中央三井アセットマネジメント株式会社 

（現 三井住友トラスト・アセットマネ

ジメント株式会社）  

東京都港区芝３丁目－２３－１  31  0.10

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９丁目－７－１   48  0.16

計 －  1,549  5.12

2012/06/21 15:06:4611792621_有価証券報告書_20120621150622

- 19 -



①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数10

個）含まれております。 

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

（８）【議決権の状況】

  平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

 1,001,300
－ 単元株式数100株 

完全議決権株式（その他）（注） 
普通株式 

 29,264,100
 292,641 同上 

単元未満株式 
普通株式 

 15,973
－ － 

発行済株式総数  30,281,373 － － 

総株主の議決権 －  292,641 － 

  平成24年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三信電気株式会社 
東京都港区芝四丁

目４番12号 
 1,001,300 －  1,001,300  3.31

計 －  1,001,300 －  1,001,300  3.31

（９）【ストックオプション制度の内容】
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【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

  

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。 

  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成24年２月３日）での決議状況 

（取得期間 平成24年２月６日～３月23日）  
 1,000,000  800,000,000

当事業年度前における取得自己株式  － － 

当事業年度における取得自己株式   1,000,000  766,501,000

残存決議株式の総数及び価額の総額  －  33,499,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） －  4.19

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％）  －  4.19

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式  406  286,561

当期間における取得自己株式  53  32,065

区分

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数  1,001,371 －  1,001,424 － 
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 当社の配当政策は、株主各位に対する利益還元の拡大と内部留保の充実を総合的に勘案して決定することを基本方針と

しております。この方針のもと、30％の連結配当性向を目処に、株主各位に対する安定的な配当の継続と増配に努めてま

いります。また、当社では、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしております。これらの剰余金の

配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会であります。 

 当事業年度につきましては、上記方針に基づき、一株当たり20円の配当（うち中間配当10円）を実施することを決定し

ております。この結果、当事業年度の連結配当性向は117.0％となりました。また、当期の内部留保資金につきまして

は、企業体質の強化を図るべく今後の事業展開に備えます。 

 当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりま

す。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。 

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成23年11月16日 

取締役会決議 
302  10

平成24年６月22日 

定時株主総会決議 
292  10

４【株価の推移】

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円）  1,749  1,218  872  920  840

最低（円）  974  550  608  533  557

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高（円）  693  670  656  678  808  840

最低（円）  630  580  586  622  633  686
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取締役社長 
代表取締役 

監査室および

経営戦略室担

当 

松永 光正 昭和23年２月７日生 

昭和55年１月 当社入社

昭和55年10月 取締役に就任

昭和58年11月 常務取締役に就任

平成５年４月 専務取締役に就任

平成７年６月 代表取締役専務に就任

平成８年６月 代表取締役社長に就任

平成18年10月 代表取締役社長監査室および経営

戦略室担当に就任（現任） 

（注）3  144

常務取締役 
ソリューショ

ン営業本部長 
河本 茂 昭和24年１月22日生 

昭和60年５月 当社入社

平成15年４月 経営企画室長

平成16年６月 取締役に就任

平成20年６月 常務取締役ソリューション営業本

部長に就任（現任） 

（注）3  30

常務取締役 
東日本営業本

部長 
正田 良弘 昭和26年８月２日生 

昭和54年11月 当社入社

平成16年10月 第一営業本部副本部長

平成17年６月 取締役に就任 

平成21年７月 常務取締役東日本営業本部長に就

任（現任） 

（注）3  2

常務取締役 
西日本営業本

部長 
石井 洋海 昭和26年６月22日生 

昭和49年３月 当社入社

平成８年10月 台湾三信電気股份有限公司社長 

平成18年５月 第三営業本部副本部長

平成18年６月 取締役に就任 

平成22年６月 常務取締役西日本営業本部長に就

任（現任） 

（注）3  4

常務取締役 
海外営業本部

長 
浦瀬 文明 昭和26年７月19日生 

昭和50年４月 日本電気株式会社入社

平成19年４月 ＮＥＣエレクトロニクス株式会社

（現ルネサスエレクトロニクス株

式会社）シニアエキスパート  
平成19年５月 当社入社 海外事業本部副本部長 
平成19年６月 取締役に就任

平成20年６月 台湾三信電気股份有限公司董事長

に就任（現任） 
平成22年６月 常務取締役海外営業本部長に就任

（現任） 

（注）3  19

常務取締役 

第一電子デバ

イス事業本部

長  

赤羽根 仁 昭和27年３月13日生 

昭和50年４月 日本電気株式会社入社  

平成14年10月 当社入社 デバイステクノロジー

センター副センター長  
平成19年６月 取締役に就任

平成24年６月 常務取締役第一電子デバイス事業

本部長に就任（現任） 

（注）3  9

取締役  財経本部長 西尾 圭司 昭和27年11月24日生 

昭和59年８月 日本情報機器株式会社入社  
平成７年10月 当社入社 

平成15年４月 財務部長（現任）

平成19年６月 取締役財経本部長に就任（現

任）  

（注）3  3

取締役  管理本部長 鈴木 俊郎 昭和32年12月６日生 

昭和57年３月 当社入社

平成15年４月 総務部長

平成17年６月 経営戦略室長および総務部長（現

任） 
平成20年６月 取締役管理本部長に就任（現任） 

（注）3  1
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 （注）１． 監査役鈴木豊氏および監査役佐藤克也氏は社外監査役であります。また、当社は、両氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

     ２．  監査役鈴木豊氏は公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しており

ます。 

     ３．  取締役の任期は、平成24年６月22日開催の定時株主総会における選任後、１年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなっています。 

     ４． 監査役の任期は以下の通りです。 

       ・米川太郎氏    平成24年６月22日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで 

       ・三浦伸一氏    平成24年６月22日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで 

       ・鈴木豊氏     平成22年６月23日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで 

       ・佐藤克也氏    平成23年６月23日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取締役  

ソリューショ

ン営業本部副

本部長 

鴨下 光夫 昭和26年９月27日生 

昭和60年12月 日本情報機器株式会社入社 
平成７年10月 当社入社

平成19年４月

平成22年５月

ソリューション営業本部副本部長 
三信ネットワークサービス株式会

社代表取締役社長に就任（現任） 
平成22年６月 取締役ソリューション営業本部副

本部長に就任（現任） 

（注）3  4

常勤監査役   米川 太郎 昭和22年７月24日生 

昭和47年４月 日本電気株式会社入社  
平成12年８月 当社入社 海外事業推進部長 

平成14年９月 海外事業本部副本部長

平成19年６月 海外営業本部副本部長

平成19年７月 当社退社

平成20年６月 当社常勤監査役に就任（現任） 

（注）4  －

常勤監査役   三浦 伸一 昭和31年７月21日生 

昭和55年３月 当社入社  
平成６年10月 SANSHIN ELECTRONICS (HONG 

KOMG） CO.,LTD.出向 ゼネラ

ル・マネージャー 
平成15年８月 物流センター長

平成24年６月 常勤監査役に就任（現任） 

（注）4  －

監査役   鈴木 豊 昭和15年12月19日生 

昭和45年１月 等松・青木監査法人（現有限責任

監査法人トーマツ）に入社 
昭和47年４月 公認会計士登録

平成17年12月 監査法人トーマツ（現有限責任監

査法人トーマツ）退社 
平成18年６月 当社監査役に就任（現任） 

（注）4  1

監査役    佐藤 克也 昭和32年４月24日生 

平成２年４月 弁護士登録

平成７年４月 東京弁護士会常議員

平成19年６月 当社監査役に就任（現任）  
（注）4  －

        計   234
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①企業統治の体制 

イ．企業統治の体制の概要 

ⅰ．当社は、監査役制度を採用しております。 

ⅱ．当社の取締役会は、取締役９名（うち社外取締役０名）で構成されております。 

ⅲ．当社の監査役会は、監査役４名（うち社外監査役２名）で構成されております。 

ⅳ．当社の会計監査人は、有限責任監査法人トーマツであります。 

ⅴ．内部監査部門として、監査室を設置しており、現在３名が在籍しております。 

  

ロ．企業統治の体制を採用する理由 

   当社は、社外監査役を２名選任しております。社外監査役２名はそれぞれ公認会計士、弁護士の資格を有す

るなど高い専門性があり、かつ当社経営からの高い独立性を有しております。常勤監査役１名につきまして

も、十分な社外経験を有しております。また、取締役につきましても、業務に通暁した社外経験者を２名選任

しており、現状の体制でも、実効性と独立性の両面から経営監視機能の強化が十分図られると考えておりま

す。 

  

ハ．その他の企業統治に関する事項 

・内部統制システムの整備の状況 

ⅰ．当社は、取締役会決議事項のうち特に重要なものについては、取締役および常勤監査役が出席する経営会議

において事前に審議を行っております。また、取締役会の決定に基づく業務の執行につきましては、関連規

程に従い行っているほか、執行役員制度を導入し、執行役員に一定の権限を付与することで業務執行の機動

性の向上に努めるなど、取締役会における執行の決定が効率的かつ適正に行えるよう、体制を整備しており

ます。なお、取締役および執行役員の事業年度における責任を明確にすべく、ともに任期を１年としており

ます。 

ⅱ．業務執行組織は、代表取締役社長を長としております。各担当取締役および執行役員は事業戦略会議や幹部

会等の重要な会議において適宜指示を行うとともに、業務の執行状況につき代表取締役社長に報告をしてお

ります。代表取締役社長および各取締役は、定期的に取締役会に業務の執行状況につき報告をしておりま

す。 

ⅲ．取締役、執行役員および使用人の職務の執行をトレースできるよう、株主総会や取締役会、経営会議等の議

事録を規程に基づき適正に管理・保管しております。 

ⅳ．子会社につきましては、当社の事前承認および当社への報告を要する重要な事項等を定めた関連規程に従っ

て経営管理を行うこととしております。 

ⅴ．当社は、社是、企業理念のもと、当社グループの役員・従業員が遵守すべき行動基準を策定するとともに、

コンプライアンス体制の強化に向け、関連規程の策定や内部通報制度の導入を行っております。また、反社

会的勢力排除に向け、行動基準において反社会的勢力との一切の関係遮断を明確にするとともに、担当部門

を定め、管轄警察署や弁護士との連絡体制の構築や情報の収集・管理、従業員への教育等を適宜行っており

ます。 

ⅵ．財務報告の信頼性を確保し、内部統制報告書の提出を有効かつ適切に行うために、内部統制管理規程を策定

するとともに、関連する規程の整備を行っております。 

  

・リスク管理体制の整備の状況 

ⅰ．当社では、総合リスク対策委員会を設置し、当社グループ全体のリスク管理を行っております。 

ⅱ．総合リスク対策委員会は、想定されるリスクの主管部門を明らかにするとともに、必要に応じて各種対策委

員会を設置し、リスクの予防およびリスク発生時における迅速かつ効果的な対応が行えるよう、体制を整備

しております。 

ⅲ．総合リスク対策委員会は、顕在化したリスクにつき、対応状況を取締役会に報告するとともに、リスク管理

体制の有効性の見直しを行い、その結果を毎年取締役会に報告しております。 

  

②内部監査、監査役監査及び会計監査人監査の状況 

ⅰ．当社では、監査役監査の支援を行う内部監査部門を設置するほか、独立性および専門性の高い社外監査役を

選任しております。また監査役は、取締役会や代表取締役との意見交換のための会合のほか、その他の重要

な会議や委員会にも必要に応じて出席することとしており、監査役監査の機能強化に努めております。な

お、監査役は子会社に対し必要な監査を行っております。 

ⅱ．内部監査部門である監査室は、定期的に業務監査を実施し、代表取締役および監査役に対し監査報告書を提

出しております。また、監査室は監査役との会合を適宜設けており、監査役は監査室に対し、内部統制シス

テムに関わる状況とその監査結果の報告を求めるなど情報を収集するほか、内部統制部門に対し必要な指

示、助言を行なっております。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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ⅲ．会計監査人は、決算時における監査を実施しているほか、会計監査時に発見された全社的な内部統制上の問

題点等についても適宜意見が述べられるよう、監査役との会合を適宜設けております。また、監査役と会計

監査人は期初に監査計画策定のための審議を行っており、監査役は会計監査の立会いを行っております。な

お、会計監査人である有限責任監査法人トーマツおよび当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当

社の間には、特別の利害関係はありません。当事業年度において会計監査業務を執行した公認会計士の氏

名、所属する監査法人および継続監査年数は次のとおりです。 

また、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりです。 

③社外取締役及び社外監査役 

ⅰ．当社には社外取締役はおりません。 

ⅱ．当社の社外監査役は鈴木豊氏と佐藤克也氏の２名であります。鈴木豊氏は公認会計士の資格を有しており、

財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。なお、鈴木豊氏は株式会社三井ハイテックの社

外取締役ですが、同社と当社との間に特別な利害関係はありません。また、鈴木豊氏は当社の会計監査人で

ある有限責任監査法人トーマツの出身者であり、当社は同監査法人に対して監査報酬を支払っております。

佐藤克也氏は弁護士の資格を有しており、企業法務に精通しております。また、社外監査役両名は当社経営

からの高い独立性を有しております。  

ⅲ．社外監査役と常勤監査役は、毎月開催される監査役会のほか、必要に応じて臨時監査役会を開催するなど、

緊密な連携を通して、監査役監査の機能強化に努めております。 

ⅳ．社外監査役による監査と内部監査および会計監査人監査の連携状況や内部統制部門との関係につきまして

は、上記②に記載の通りであります。 

ⅴ．当社は、社外取締役を選任しておりませんが、高い専門性および独立性を有する社外監査役の選任に加え、

法的な社外要件を満たさないものの十分な社外経験を有する取締役を２名選任しており、また常勤監査役１

名につきましても十分な社外経験を有していることから、実効性、客観性および独立性を踏まえた経営監視

が十分に機能すると考えております。 

ⅵ．当社では、当社からの独立性が高い（具体的には東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たす）社外取

締役もしくは社外監査役を１名以上含む役員構成が確保されることを前提に、当社の経営および内部統制の

強化に資すると思われる社外取締役並びに社外監査役を選任する方針です。  
  

公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

飯野 健一 有限責任監査法人トーマツ １年 

安藤  武 有限責任監査法人トーマツ ２年 

監査業務に係る補助者の構成 人数 

公認会計士 ７名 

その他 ７名 
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なお、当社のコーポレート・ガバナンスの体制図は以下のとおりです。 

 
  

④役員報酬の内容 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

 （注）１ 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

    ２ 取締役の報酬限度額は、平成19年６月22日開催の第56期定時株主総会において年額420百万円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

    ３ 監査役の報酬限度額は、平成５年12月21日開催の第42期定時株主総会において年額50百万円以内と決議いた

だいております。 

  

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

   株主総会で決議いただいた報酬限度額の中で、定額報酬、賞与（取締役のみ）を合わせた報酬水準を、役

位、在籍年数、個々の業績等を勘案し、取締役会、監査役会で決定いたします。 

  

役員区分 
報酬等の総額 
（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 
対象となる
役員の員数 
（名） 基本報酬

ストック
オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 

（社外取締役を除く。） 
170 146 － 24 － 10 

監査役 

（社外監査役を除く。） 
25 25 － － － 2 

社外役員 9 9 － － － 2 
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⑤株式の保有状況 

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

31銘柄 1,613百万円 

  
ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度 

特定投資株式  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 
保有目的 

株式会社キングジム  376,100  239
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

横河電機株式会社  318,515  201
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

ソニー株式会社  60,000  159
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

シャープ株式会社  166,684  137
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

日機装株式会社  106,000  74
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

日本電気株式会社  294,315  53
重要な仕入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社三井住友 

フィナンシャルグループ 
 16,842  43

重要な借入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

日本精機株式会社  36,300  36
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社三重銀行  140,086  31
重要な借入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

スター精密株式会社  30,160  27
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社三菱ＵＦＪ 

フィナンシャル・グループ 
 65,900  25

重要な借入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

任天堂株式会社  1,000  22
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

凸版印刷株式会社  31,000  20
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社バンダイナムコ 

ホールディングス 
 20,000  18

重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

日本航空電子工業株式会社  30,325  17
重要な仕入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

理研計器株式会社  17,600  12
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社明電舎  25,000  9
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

アンリツ株式会社  13,915  8
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社ケーヒン  5,000  7
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス 

グループホールディングス株式会社 
 3,605  6

重要な保険引受先であり、今後も良好な関

係の構築を図るべく保有しております。 

ユニデン株式会社  20,000  6
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社東芝  10,000  4
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 
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当事業年度  

特定投資株式 

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 
保有目的 

ルネサスエレクトロニクス株式会社  5,000  3
重要な仕入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

船井電機株式会社  1,000  2
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

ティアック株式会社  64,429  2
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

住友信託銀行株式会社  3,150  1
重要な借入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 
保有目的 

横河電機株式会社  318,515  266
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社キングジム  376,100  249
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

ソニー株式会社  60,000  102
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

シャープ株式会社  166,684  100
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

日機装株式会社  106,000  91
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

日本電気株式会社  294,315  50
重要な仕入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社三重銀行  234,086  46
重要な借入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社三井住友 

フィナンシャルグループ 
 16,842  45

重要な借入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

日本精機株式会社  36,300  37
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社三菱ＵＦＪ 

フィナンシャル・グループ 
 65,900  27

重要な借入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

スター精密株式会社  30,160  24
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社バンダイナムコ 

ホールディングス 
 20,000  23

重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

日本航空電子工業株式会社  30,325  21
重要な仕入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

凸版印刷株式会社  31,000  20
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

アンリツ株式会社  13,915  15
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

任天堂株式会社  1,000  12
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

理研計器株式会社  17,600  10
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

株式会社ケーヒン  5,000  7
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 
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みなし保有株式 

 みなし保有株式はありません。 

  

⑥取締役の定数 

   当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

  

⑦取締役の選任の決議要件 

   当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

⑧自己株式の取得の決定機関 

   当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、取締役会決議により、市場取引等による自己株式の取得を

行うことができる旨定款に定めております。 

⑨中間配当の決定機関 

   当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当

を行うことができる旨定款に定めております。 

⑩株主総会の特別決議要件 

   当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。 

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 
保有目的 

株式会社明電舎  25,000  7
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

ユニデン株式会社  20,000  6
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス 

グループホールディングス株式会社 
 3,605  6

重要な保険引受先であり、今後も良好な関

係の構築を図るべく保有しております。 

株式会社東芝  10,000  3
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

ティアック株式会社  82,479  2
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

ルネサスエレクトロニクス株式会社  5,000  2
重要な仕入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

船井電機株式会社  1,000  1
重要な得意先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 

三井住友トラスト・ホールディング

ス株式会社 
 4,693  1

重要な借入先であり、今後も良好な関係の

構築を図るべく保有しております。 
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

（前連結会計年度） 

 当社の連結子会社であるSANSHIN ELECTRONICS (HONG KONG) CO., LTD.、SANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE 

(PTE) LTD.、台湾三信電気股份有限公司、SANSHIN ELECTRONICS KOREA CO., LTD.の、当社の監査公認会計士等

と同一のネットワークに属しているDeloitte Touche Tohmatsu等に対しての、監査証明業務に基づく支払った又

は支払うべき報酬は20百万円であり、また非監査業務に基づく支払った報酬は2百万円であります。 

  

（当連結会計年度） 

 当社の連結子会社であるSANSHIN ELECTRONICS (HONG KONG) CO., LTD.、SANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE 

(PTE) LTD.、台湾三信電気股份有限公司、SANSHIN ELECTRONICS KOREA CO., LTD.の、当社の監査公認会計士等

と同一のネットワークに属しているDeloitte Touche Tohmatsu等に対しての、監査証明業務に基づく支払った又

は支払うべき報酬は16百万円であり、また非監査業務に基づく支払った報酬は4百万円であります。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

 該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

 該当事項はありません。 

  

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく

報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報

酬（百万円） 

監査証明業務に基づく

報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報

酬（百万円） 

提出会社  46  －  46  －

連結子会社  －  －  －  －

計  46  －  46  －
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構等へ加入し、同基準機構等の行う研修に参加しております。 

  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,824 15,235

受取手形及び売掛金 54,856 38,676

商品 20,996 16,329

半成工事 14 3

未収入金 367 202

繰延税金資産 518 469

その他 2,279 1,852

貸倒引当金 △26 △24

流動資産合計 85,830 72,744

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,501 6,471

減価償却累計額 △4,365 △4,417

建物及び構築物（純額） 2,136 2,053

土地 2,140 2,140

リース資産 157 120

減価償却累計額 △78 △56

リース資産（純額） 78 64

その他 675 640

減価償却累計額 △614 △587

その他（純額） 61 53

有形固定資産合計 4,417 4,313

無形固定資産 292 215

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  1,286 ※1  2,103

前払年金費用 84 34

その他 553 654

貸倒引当金 △41 △182

投資その他の資産合計 1,882 2,609

固定資産合計 6,592 7,138

資産合計 92,422 79,882
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 23,218 15,777

短期借入金 7,788 3,470

リース債務 29 18

未払法人税等 135 148

賞与引当金 608 554

役員賞与引当金 30 24

その他 792 955

流動負債合計 32,601 20,948

固定負債   

リース債務 49 45

繰延税金負債 2 1

その他 173 171

固定負債合計 224 218

負債合計 32,826 21,166

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,811 14,811

資本剰余金 15,329 15,329

利益剰余金 32,215 32,125

自己株式 △0 △767

株主資本合計 62,355 61,499

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 98 105

繰延ヘッジ損益 △22 6

為替換算調整勘定 △2,835 △2,895

その他の包括利益累計額合計 △2,759 △2,783

純資産合計 59,596 58,716

負債純資産合計 92,422 79,882
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 182,670 144,159

売上原価 ※1  171,103 ※1  133,717

売上総利益 11,567 10,442

販売費及び一般管理費 ※2  9,403 ※2  9,433

営業利益 2,163 1,008

営業外収益   

受取利息 18 17

受取配当金 122 60

仕入割引 5 2

その他 89 65

営業外収益合計 234 146

営業外費用   

支払利息 31 27

売上割引 28 9

為替差損 49 304

その他 31 12

営業外費用合計 141 352

経常利益 2,256 802

特別利益   

固定資産売却益 ※3  0 ※3  2

投資有価証券売却益 18 0

貸倒引当金戻入額 0 －

のれん譲渡益 3 －

特別利益合計 23 2

特別損失   

固定資産売却損 ※4  1 ※4  0

固定資産除却損 ※5  0 ※5  6

投資有価証券売却損 57 －

投資有価証券評価損 61 －

関係会社清算損 46 －

会員権評価損 － 8

減損損失 ※6  230 －

災害による損失 9 －

特別損失合計 406 15

税金等調整前当期純利益 1,874 788

法人税、住民税及び事業税 403 278

法人税等調整額 23 △5

法人税等合計 426 272

少数株主損益調整前当期純利益 1,447 516

当期純利益 1,447 516
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【連結包括利益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,447 516

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △105 7

繰延ヘッジ損益 62 29

為替換算調整勘定 △768 △60

その他の包括利益合計 △810 ※1  △23

包括利益 637 492

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 637 492

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 14,811 14,811

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,811 14,811

資本剰余金   

当期首残高 15,329 15,329

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,329 15,329

利益剰余金   

当期首残高 31,373 32,215

当期変動額   

剰余金の配当 △605 △605

当期純利益 1,447 516

当期変動額合計 842 △89

当期末残高 32,215 32,125

自己株式   

当期首残高 △0 △0

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △766

当期変動額合計 △0 △766

当期末残高 △0 △767

株主資本合計   

当期首残高 61,514 62,355

当期変動額   

剰余金の配当 △605 △605

当期純利益 1,447 516

自己株式の取得 △0 △766

当期変動額合計 841 △856

当期末残高 62,355 61,499
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 203 98

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △105 7

当期変動額合計 △105 7

当期末残高 98 105

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △85 △22

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 62 29

当期変動額合計 62 29

当期末残高 △22 6

為替換算調整勘定   

当期首残高 △2,067 △2,835

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △768 △60

当期変動額合計 △768 △60

当期末残高 △2,835 △2,895

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △1,949 △2,759

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △810 △23

当期変動額合計 △810 △23

当期末残高 △2,759 △2,783

純資産合計   

当期首残高 59,564 59,596

当期変動額   

剰余金の配当 △605 △605

当期純利益 1,447 516

自己株式の取得 △0 △766

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △810 △23

当期変動額合計 31 △879

当期末残高 59,596 58,716
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,874 788

減価償却費 313 279

減損損失 230 －

のれん償却額 30 25

前払年金費用の増減額（△は増加） 34 50

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 134

受取利息及び受取配当金 △140 △77

支払利息 31 27

固定資産売却損益（△は益） 0 △1

投資有価証券売却損益（△は益） 38 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 61 －

関係会社清算損益（△は益） 46 －

売上債権の増減額（△は増加） △12,125 15,734

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,784 4,429

仕入債務の増減額（△は減少） 1,671 △7,181

未収消費税等の増減額（△は増加） 220 171

未払消費税等の増減額（△は減少） 0 △0

その他 △12 526

小計 △12,507 14,907

利息及び配当金の受取額 140 36

利息の支払額 △31 △27

法人税等の支払額 △563 △145

営業活動によるキャッシュ・フロー △12,962 14,771

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △30 △25

有形固定資産の売却による収入 3 1

ソフトウエアの取得による支出 △11 △11

投資有価証券の取得による支出 △82 △804

投資有価証券の売却による収入 122 0

関係会社の整理による収入 88 －

その他 △25 14

投資活動によるキャッシュ・フロー 63 △826

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 14,845 27,506

短期借入金の返済による支出 △8,243 △31,653

長期借入金の返済による支出 △1,500 －

リース債務の返済による支出 △36 △30

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △766

配当金の支払額 △603 △606

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,461 △5,550

現金及び現金同等物に係る換算差額 △230 16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,667 8,410

現金及び現金同等物の期首残高 15,491 6,824

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  6,824 ※1  15,235
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１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 ６社 

 連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４関係会社の状況」に記載しているため省略しております。 

(2）非連結子会社名 

株式会社三信メディア・ソリューションズ 

アクシスデバイス・テクノロジー株式会社  

三信国際貿易（上海）有限公司 

三信力電子（深圳）有限公司  

SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) CO., LTD. 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は総資産、売上高、持分損益及び利益剰余金等の持分相当額から見ていずれも小規模であり、

企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性の乏しい会社であるため、連

結の範囲から除外しております。 

 なお、重要性を判断する際の利益基準については、当社及び子会社の過去５年間の純損益の平均値を使用し

ております。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社 

株式会社三信メディア・ソリューションズ 

アクシスデバイス・テクノロジー株式会社 

三信国際貿易（上海）有限公司 

三信力電子（深圳）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) CO., LTD. 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、それぞれ持分損益及び利益剰余金等の持分相当額から見ていずれも小規模であり、全

体としても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性の乏しい会社であ

るため、持分法は適用せず、原価法により評価しております。 

 なお、重要性を判断する際の利益基準については、当社及び子会社の過去５年間の純損益の平均値を使用し

ております。 

  

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

 当社の事業年度と同一であります。  

  

  ４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

 時価法 

③ たな卸資産 

（イ）商品 

 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

（ロ）半成工事 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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(2）重要な減価償却資産の償却方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 主として定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定額法によってお

ります。 

 なお、主な耐用年数は建物及び構築物15年～50年、その他３年～20年であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウェア３年～５年であります。 

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等を勘案して必要額を、貸倒懸念債

権及び破産更生債権については個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 当社については、従業員の賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度支給見込額のうち当期負担分を引当

てております。 

③ 役員賞与引当金 

 当社については、役員の賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度支給見込額のうち当期負担分を引き当

てております。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。ただし、当連結会計年度末においては年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識過

去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した金額を超過しており、その差額は前払年金費用として計

上しております。 

 過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）にて定額法により按分

した額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（13

年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

(4）重要な外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結会計年度末日の直物為替相場により、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、在外子会社の純資産の部の換算により生じる換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含めております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当

処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務 

③ ヘッジ方針 

 当社は、為替レートの変動により当社の収益・費用又は外貨建資産・負債の価値が変動するリスクをヘッ

ジする目的で先物為替予約による外国為替関連のデリバティブ取引を実行しております。これらの取引は、

全て主管部署を財務部とした社内規程に則して実行されており、規程に記載されていないトレーディング目

的の投機的なデリバティブ取引の利用は行っておりません。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動との間に高い水準で相殺が

おこなわれたかどうかの評価を半期に一度以上行っております。 
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(6）のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

(8）消費税等の会計処理について 

 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

※１ 非連結子会社及び関連会社項目 

非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は次のとおりであります。 

  

２ 保証債務 

 次の関係会社等について債務保証を行っております。 

※１ 経営指導念書の差入によるものであります。 

※２ 従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への債務保証のうち住宅資金貸付保険が付保されているものについ

ては、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務から除外しております。 

  

【追加情報】

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度

（平成24年３月31日） 

投資有価証券（株式） 百万円 96 百万円 489

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

三信国際貿易（上海） 

有限公司(銀行借入)※１ 
( 千米ドル) 2,655 百万円 220

三信国際貿易（上海） 

有限公司(銀行借入)※１
( 千米ドル) 2,155 百万円 176

従業員（銀行借入）※２  百万円 82 従業員（銀行借入）※２  百万円 78

計  百万円 303 計  百万円 255
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※１ 商品評価損について 

売上原価には、収益性の低下に伴うたな卸資産評価損が含まれております。 

  

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 

  

※３ 固定資産売却益の内訳 

  

※４ 固定資産売却損の内訳 

  

※５ 固定資産除却損の内訳 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

百万円 525 百万円 320

  
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

給料及び手当 百万円 3,766 百万円 3,937

賞与引当金繰入額 百万円 608 百万円 554

退職給付費用 百万円 410 百万円 435

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

リース資産  百万円 0 その他 百万円 2

その他  百万円 0     

計 百万円 0   百万円 2

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

建物及び構築物 百万円 0 その他 百万円 0

土地 百万円 0   

その他 百万円 0     

計 百万円 1   百万円 0

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

建物及び構築物 百万円 0 建物及び構築物 百万円 5

その他 百万円 0 その他 百万円 0

計 百万円 0   百万円 6
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※６ 減損損失 

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。  

 当社グループは、事業の区分をもとに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、

主に事業所を単位として資産のグルーピングを行っております。 

 国内セットメーカーの多くが海外生産比率を高めている中、当社仙台支店におきましても、得意先の海外

生産移管の増加により売上の減少が見込まれておりました。さらに東日本大震災の影響により海外生産移管

の要請が一層強まったことから次期以降の業績の回復可能性が不透明となったため、当資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（230百万円）として特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は建物及び構築物144百万円、土地86百万円、その他0百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、建物については固定資産税評価額、土地に

ついては路線価により評価しております。構築物及び備品については回収可能性が認められないため、そ

の帳簿価額を備忘価額まで減額しております。 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額  

  

場所 用途 種類 

宮城県仙台市 事務所、物流センター 建物及び構築物、土地等 

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 百万円△1

組替調整額 百万円△0

税効果調整前 百万円△1

税効果額 百万円8

その他有価証券評価差額金 百万円7

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 百万円10

組替調整額 百万円38

税効果調整前 百万円48

税効果額 百万円△19

繰延ヘッジ損益 百万円29

為替換算調整勘定：   

当期発生額 百万円△60

その他の包括利益合計 百万円△23
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前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取り338株による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式  30,281,373  －  －  30,281,373

合計  30,281,373  －  －  30,281,373

自己株式     

普通株式 （注）  627  338  －  965

合計  627  338  －  965

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  302  10 平成22年３月31日 平成22年６月24日

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式  302  10 平成22年９月30日 平成22年12月10日

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  302 利益剰余金  10 平成23年３月31日 平成23年６月24日
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,000,406株は、市場買付けによる株式の取得1,000,000株及び単元未満株式

の買取り406株による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式  30,281,373  －  －  30,281,373

合計  30,281,373  －  －  30,281,373

自己株式     

普通株式 （注）  965  1,000,406  －  1,001,371

合計  965  1,000,406  ―  1,001,371

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  302  10 平成23年３月31日 平成23年６月24日

平成23年11月16日 

取締役会 
普通株式  302  10 平成23年９月30日 平成23年12月９日

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  292 利益剰余金  10 平成24年３月31日 平成24年６月25日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定 6,824百万円 15,235百万円 

現金及び現金同等物 6,824百万円 15,235百万円 
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（借主側） 

１ ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、電子計算機及びその周辺機器並びに車輌であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減

価償却資産の償却方法」に記載のとおりであります。 

  

２ オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

１ 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、資金調達については主に

銀行借入による方針であります。デリバティブは、為替の変動リスクを回避するために利用し、投機的な

取引は行わない方針であります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事

業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。顧

客の信用リスクに関しては、社内規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な

取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。また、為替の変動リスクに関しては、主に外

貨建て営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日であります。また、その一部に

は、海外からの輸入等に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨

建ての営業債権とネットしたポジションについてリスク管理を行っております。 

借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒され

ておりますが、当社グループでは資金余剰時に機動的に借入金を返済できるように返済期日を分散して管

理しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デ

リバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行って

おります。 

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資

金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

を示すものではありません。 
  

（リース取引関係）

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

１年内  10  13

１年超  31  23

合計  41  37

（金融商品関係）
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．をご参照下さい）。 

  

前連結会計年度（平成23年３月31日） 

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（ ）で示しております。 

  

当連結会計年度（平成24年３月31日） 

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 
  
（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

（4）投資有価証券 

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

る事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

（5）支払手形及び買掛金、（6）短期借入金、（7）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

（8）デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。 

  

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円）

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投

資有価証券」には含めておりません。 

  

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円）（*1） 
時価（百万円）（*1） 差額（百万円） 

（1）現金及び預金  6,824   6,824  －

（2）受取手形及び売掛金  54,856   54,856  －

（3）未収入金  367   367  －

（4）投資有価証券  1,175   1,175  －

（5）支払手形及び買掛金 (23,218)  (23,218)  －

（6）短期借入金  (7,788)  (7,788)  －

（7）未払法人税等 (135)  (135)  －

（8）デリバティブ取引(*2) (38)  (38)  －

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円）（*1） 
時価（百万円）（*1） 差額（百万円） 

（1）現金及び預金  15,235   15,235  －

（2）受取手形及び売掛金  38,676   38,676  －

（3）未収入金  202   202  －

（4）投資有価証券  1,188   1,188  －

（5）支払手形及び買掛金 (15,777)  (15,777)  －

（6）短期借入金  (3,470)  (3,470)  －

（7）未払法人税等 (148)  (148)  －

（8）デリバティブ取引(*2)  10   10  －

区分 
前連結会計年度

（平成23年３月31日）  
当連結会計年度

（平成24年３月31日）  

非上場株式  110  914
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３ 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

４ リース債務の連結決算日後の返済予定額 

   連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。 

  

  １年以内（百万円） 

現金及び預金   6,824

受取手形及び売掛金   54,856

未収入金   367

投資有価証券       

その他有価証券のうち満期があるもの   －

合計   62,048

  １年以内（百万円） 

現金及び預金   15,235

受取手形及び売掛金   38,676

未収入金   202

投資有価証券       

その他有価証券のうち満期があるもの   －

合計   54,113
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１ その他有価証券 

前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  （注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額14百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

当連結会計年度（平成24年３月31日） 

  （注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額424百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２ 売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  

３ 減損処理を行った有価証券 

 前連結会計年度において、時価評価されていない有価証券について61百万円（その他有価証券の株式61

百万円）減損処理を行っております。 

 なお、減損処理にあたっては、個々の銘柄の有価証券の連結会計年度末における時価（時価のないもの

については実質価額）が、取得原価に比べて50%以上下落した場合には原則として減損処理を行い、30～

50%程度下落した場合には回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判定しております。 

   

（有価証券関係）

区分 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
      

株式  888  679  209

小計  888  679  209

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
      

株式  286  332  △46

小計  286  332  △46

合計  1,175  1,012  163

区分 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
      

株式  781  523  258

小計  781  523  258

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
      

株式  407  509  △102

小計  407  509  △102

合計  1,188  1,033  155

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

株式  122  18  57

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

株式  0  0  －
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１ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

前連結会計年度（平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

通貨関連 

前連結会計年度（平成23年３月31日） 

 （*） 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該売掛金及び当該買掛金の時価に含めて記載しております。 

 （注）時価の算定方法 

    取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

当連結会計年度（平成24年３月31日） 

 （*） 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該売掛金及び当該買掛金の時価に含めて記載しております。 

 （注）時価の算定方法 

    取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計

の方法 
取引の種類 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円）

原則的処理

方法  

為替予約取引 

 売建 

  米ドル 

 買建 

  米ドル 

売掛金及び

買掛金 

 

 

 

7,123

1,798

 

 

 

－

－

 

 

 

△46

7

為替予約等

の振当処理 

為替予約取引 

 売建 

  米ドル 

 買建 

  米ドル 

売掛金及び

買掛金 

 

 

 

6,057

4,162

 

 

 

－

－

 

 

(*)

 

(*)

合計 － － △38

ヘッジ会計

の方法 
取引の種類 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円）

原則的処理

方法  

為替予約取引 

 売建 

  米ドル 

 買建 

  米ドル 

売掛金及び

買掛金 

 

 

 

2,778

1,243

 

 

 

－

－

 

 

 

10

△0

為替予約等

の振当処理 

為替予約取引 

 売建 

  米ドル 

 買建 

  米ドル 

売掛金及び

買掛金 

 

 

 

5,341

2,154

 

 

 

－

－

 

 

(*)

 

(*)

合計 － － 10
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１ 採用している退職給付制度の概要 

退職給付企業年金 

 当社は昭和39年７月１日から退職金制度の全部について適格年金制度を採用しておりましたが、平成16

年10月１日にキャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）制度に移行いたしました。 

 なお、一部の海外子会社でも確定給付型の制度を設けております。 

厚生年金基金 

 当社は昭和44年２月１日から従来の適格年金制度に上積みして厚生年金基金制度を採用しております。

当社は東京都電機厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針33

項の例外処理を行う制度であります。同基金の掛金拠出金は、前連結会計年度においては 百万円、当

連結会計年度においては 百万円であります。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りでありま

す。  

（１）制度全体の積立状況に関する事項 

（２）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

前連結会計年度     ％（平成22年３月31日現在） 

当連結会計年度     ％（平成23年３月31日現在） 

（３）補足説明 

 上記（１）の差引額の主な要因は、前連結会計年度においては剰余金 百万円、資産評価調整額

百万円、未償却過去勤務債務残高 百万円、当連結会計年度においては不足金

百万円、資産評価調整額 百万円、未償却過去勤務債務残高 百万円であります。本制度

における過去勤務債務の償却方法は期間 年の元利均等償却であり、当社グループは連結財務諸表上、

特別掛金を前連結会計年度 百万円、当連結会計年度 百万円費用処理しております。 

 なお、上記（２）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。 
  
２ 退職給付債務に関する事項 

（注）１ 一部連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２ 上記の退職給付引当金は、連結貸借対照表の固定負債－その他に含まれております。 
  
３ 退職給付費用に関する事項 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しております。 
  

（退職給付関係）

196

192

  （平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

年金資産の額 百万円 267,165 百万円 258,978

年金財政計算上の給付債務の額 百万円 304,796 百万円 300,200

差引額 百万円 △37,630 百万円 △41,221

1.98

1.95

16,992

△37,528 △17,094 △11,029

△14,970 △15,221

20

41 40

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円）  △4,025  △4,490

(2）年金資産残高（百万円）  3,625  3,637

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円）  △399  △853

(4）未認識数理計算上の差異（百万円）  876  1,215

(5）未認識過去勤務債務（百万円）  △425  △357

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円)  51  4

(7）前払年金費用（百万円）  84  34

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円）  △32  △29

  
前連結会計年度

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

退職給付費用（百万円）  237  267

(1）勤務費用（百万円）  206  221

(2）利息費用（百万円）  78  79

(3）期待運用収益（百万円）  △93  △90

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  112  125

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △68  △68
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（１）退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

（２）割引率 

（３）期待運用収益率 

（４）数理計算上の差異の処理年数 

 13年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。） 

（５）過去勤務債務の処理年数 

 13年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しておりま

す。） 

  

 該当事項はありません。 

   

前連結会計年度 
（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

％ 2.0 ％ 1.2

前連結会計年度 
（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

％ 2.5 ％ 2.5

（ストック・オプション等関係）
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

繰延税金資産（流動）       

賞与引当金繰入限度超過額 百万円247  百万円210

商品評価損損金不算入 百万円206  百万円218

繰延ヘッジ損益 百万円15  百万円－

その他 百万円71  百万円81

繰延税金資産合計 百万円541  百万円509

繰延税金負債（流動）      

海外子会社の留保利益の配当に係る益金算入 

見込額等  

繰延ヘッジ損益  

百万円

  

百万円

△23

－

 

百万円

  

百万円

△37

△3

繰延税金負債合計 百万円△23  百万円△41

繰延税金資産（固定）      

貸倒引当金繰入限度超過額 百万円15  百万円13

役員退職慰労長期未払金損金不算入 百万円41  百万円36

投資有価証券評価損損金不算入 百万円32  百万円5

ゴルフ会員権評価損損金不算入 百万円26  百万円17

減損損失損金不算入 百万円103  百万円87

子会社繰越欠損金 百万円32  百万円33

社内システム自社開発費用損金不算入 百万円50  百万円76

その他 百万円11  百万円11

繰延税金資産小計 百万円314  百万円281

評価性引当額 百万円△119  百万円△74

 繰延税金資産合計 百万円195  百万円206

繰延税金負債（固定）       

その他有価証券評価差額金 百万円△64  百万円△56

前払年金費用 百万円△34  百万円△12

その他 百万円△2  百万円△1

 繰延税金負債合計 百万円△101  百万円△70

繰延税金資産の純額 百万円611  百万円605

  
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.7  ％ 40.7

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％ 2.8  ％ 5.0

住民税等均等割額 ％ 1.6  ％ 3.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ％ △1.3  ％ △1.3

評価性引当額の増減額 ％ △7.9  ％ △5.7

剰余金配当見込税効果増減額 ％ －  ％ 2.3

海外連結子会社の税率差異 ％ △13.7  ％ △19.2

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ％ －  ％ 8.0

その他 ％ 0.6  ％ 1.2

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 22.8  ％ 34.6
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の40.7％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開

始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以

降に解消が見込まれる一時差異については、35.6％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は44百万円減少し、法人税等調

整額が53百万円、その他有価証券評価差額金が7百万円、繰延ヘッジ損益が0百万円、それぞれ増加しております。 

  

 １．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて国内及び

海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「デバ

イス事業」及び「ソリューション事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「デバイス事業」は、主にエレクトロニクスメーカー向けに半導体（システムＬＳＩ、マイコン、液晶デ

ィスプレイドライバＩＣ、メモリ等）や電子部品（コネクタ、コンデンサ、回路基板等）の販売に加え、ソ

フト開発やＡＳＩＣ設計等の技術サポートを行っております。 

 「ソリューション事業」は、主に企業や医療機関、官公庁、自治体向けに情報通信ネットワークや基幹業

務システムの販売及び保守・サポート等を行うネットワークシステム関連ビジネスと、放送局や映像制作の

プロダクション向けに映像コンテンツの編集や送出、配信に使用するシステムやソフトウェアの販売等を行

う映像システム関連ビジネスを展開しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表の作成方法と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（注）１ セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない企画・総務・経理及び人事等管理部

門に係る費用、各報告セグメントに配分した社内支払利息との調整額などが含まれております。 

２ セグメント資産の調整額には、当社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有

価証券）及び管理部門に係る資産等が含まれております。 

３ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

４ 減価償却費には、のれんの償却額を含んでおりません。 

  

  当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）  

（注）１ セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない企画・総務・経理及び人事等管理部

門に係る費用、各報告セグメントに配分した社内支払利息との調整額などが含まれております。 

２ セグメント資産の調整額には、当社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有

価証券）及び管理部門に係る資産等が含まれております。 

３ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

４ 減価償却費には、のれんの償却額を含んでおりません。 

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 

（注）１、２ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）３ 

デバイス事業
ソリューショ

ン事業 
計

売上高         

外部顧客への売上高  170,862  11,807  182,670  －  182,670

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  170,862  11,807  182,670  －  182,670

セグメント利益  1,887  718  2,605  △348  2,256

セグメント資産  77,310  4,624  81,934  10,487  92,422

その他の項目  

減価償却費（注）４  76  16  93  220  313

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
 31  2  33  45  79

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 

（注）１、２ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）３ 

デバイス事業
ソリューショ

ン事業 
計

売上高         

外部顧客への売上高  133,131  11,028  144,159  －  144,159

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  133,131  11,028  144,159  －  144,159

セグメント利益  398  926  1,325  △522  802

セグメント資産  57,646  4,658  62,304  17,578  79,882

その他の項目  

減価償却費（注）４  67  15  82  196  279

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
 81  6  87  33  121
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 前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：百万円） 

  

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円） 

  

 当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：百万円） 

  

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省略し

ております。 

  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

                        （単位：百万円） 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

【関連情報】

日本 アジア 北米 その他 合計 

 89,345  89,058  2,860  1,406  182,670

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

任天堂株式会社 27,656 主にデバイス事業

シャープ株式会社 25,196 主にデバイス事業

日本 アジア 北米 その他 合計 

 62,970  78,424  2,050  713  144,159

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  デバイス事業
ソリューション事

業 
全社・消去 合計 

減損損失  230 －  －  230
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前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

                        （単位：百万円） 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

                        （単位：百万円） 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

   

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

  デバイス事業
ソリューション事

業 
全社・消去 合計 

当期償却額  30 －  －  30

当期末残高  27 －  －  27

  デバイス事業
ソリューション事

業 
全社・消去 合計 

当期償却額  25 －  －  25

当期末残高  52 －  －  52

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

【関連当事者情報】

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

１株当たり純資産額（円）  1,968.14  2,005.34

１株当たり当期純利益（円）  47.81  17.10

  
前連結会計年度

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

当連結会計年度
自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

当期純利益（百万円）  1,447  516

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  1,447  516

普通株式の期中平均株式数（千株）  30,280  30,185

（重要な後発事象）
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 該当事項はありません。 

  

 （注） １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

     ２ リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース 

       債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

     ３ リース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分 
当期首残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  7,788  3,470  0.58 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  －  －  － － 

１年以内に返済予定のリース債務  29  18  － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）  －  －  － － 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く）  49  45  － 平成25年～平成29年 

その他有利子負債  －  －  － － 

合計  7,867  3,535 － － 

  
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

リース債務  15  12  16  1

【資産除去債務明細表】

（２）【その他】

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円）  35,558  78,932  113,414  144,159

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円） 
 228  606  615  788

四半期（当期）純利益金額

（百万円） 
 149  401  390  516

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円） 
 4.93  13.27  12.88  17.10

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当り四半期純損失金

額(△)(円) 

 4.93  8.34  △0.39  4.22
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,984 13,495

受取手形 597 770

売掛金 ※1  43,033 ※1  29,506

商品 12,409 11,452

半成工事 14 3

前渡金 85 92

前払費用 133 127

関係会社短期貸付金 1,071 2,070

未収入金 507 282

繰延税金資産 521 481

未収消費税等 1,614 1,442

その他 205 54

貸倒引当金 △5 △3

流動資産合計 66,172 59,774

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,299 6,269

減価償却累計額 △4,194 △4,244

建物（純額） 2,105 2,025

構築物 193 193

減価償却累計額 △167 △169

構築物（純額） 25 23

車両運搬具 1 1

減価償却累計額 △1 △1

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 481 444

減価償却累計額 △444 △416

工具、器具及び備品（純額） 36 28

土地 2,140 2,140

リース資産 155 110

減価償却累計額 △78 △55

リース資産（純額） 77 55

有形固定資産合計 4,386 4,274

無形固定資産   

のれん 27 52

ソフトウエア 231 129

その他 29 29

無形固定資産合計 287 211
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,189 1,613

関係会社株式 3,416 3,416

出資金 0 0

破産更生債権等 2 2

賃借保証金 110 91

前払年金費用 84 34

繰延税金資産 57 98

その他 261 207

貸倒引当金 △41 △39

投資その他の資産合計 5,082 5,425

固定資産合計 9,757 9,911

資産合計 75,930 69,685

負債の部   

流動負債   

支払手形 101 127

買掛金 ※1  16,045 ※1  11,552

短期借入金 3,800 2,818

リース債務 29 17

未払金 156 263

未払費用 174 167

未払法人税等 － 65

前受金 176 185

預り金 52 138

賞与引当金 608 554

役員賞与引当金 30 24

その他 68 18

流動負債合計 21,242 15,933

固定負債   

リース債務 48 38

その他 138 139

固定負債合計 186 178

負債合計 21,428 16,111
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,811 14,811

資本剰余金   

資本準備金 15,329 15,329

資本剰余金合計 15,329 15,329

利益剰余金   

利益準備金 670 670

その他利益剰余金   

配当準備積立金 600 600

別途積立金 18,680 18,680

繰越利益剰余金 4,334 4,137

利益剰余金合計 24,285 24,088

自己株式 △0 △767

株主資本合計 54,426 53,461

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 98 105

繰延ヘッジ損益 △22 6

評価・換算差額等合計 75 112

純資産合計 54,501 53,574

負債純資産合計 75,930 69,685
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

売上高   

商品売上高 124,716 ※1  96,363

完成工事高 800 608

売上高合計 125,516 96,972

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 12,820 12,409

当期商品仕入高 117,051 88,604

合計 129,871 101,013

商品他勘定振替高 ※2  361 ※2  △22

商品期末たな卸高 12,861 11,731

差引 116,648 89,303

商品評価損 452 279

商品売上原価 117,100 89,583

完成工事原価 630 446

売上原価合計 117,731 90,029

売上総利益 7,785 6,943

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 2,905 3,046

賞与引当金繰入額 608 554

退職給付費用 386 417

法定福利費 375 421

減価償却費 297 265

業務委託費 630 577

その他 2,036 1,918

販売費及び一般管理費合計 7,239 7,200

営業利益又は営業損失（△） 545 △257

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※1  447 ※1  546

仕入割引 5 2

経営指導料 ※1  425 ※1  369

その他 74 60

営業外収益合計 952 978

営業外費用   

支払利息 22 6

為替差損 94 172

その他 18 12

営業外費用合計 135 191

経常利益 1,363 529

特別利益   

固定資産売却益 ※3  0 ※3  0

投資有価証券売却益 18 0

貸倒引当金戻入額 0 －

のれん譲渡益 3 －

特別利益合計 22 0
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※4  1 ※4  0

固定資産除却損 ※5  0 ※5  6

投資有価証券売却損 57 －

投資有価証券評価損 61 －

関係会社清算損 46 －

会員権評価損 － 8

減損損失 ※6  230 －

災害による損失 9 －

特別損失合計 406 15

税引前当期純利益 979 514

法人税、住民税及び事業税 148 117

法人税等調整額 28 △11

法人税等合計 177 106

当期純利益 802 408
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 （注） 原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

  

【完成工事原価明細書】

    
前事業年度

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    321  50.9  124  28.0

Ⅱ 外注費    284  45.2  296  66.5

Ⅲ 労務費    9  1.5  8  1.9

Ⅳ 経費    15  2.4  15  3.6

完成工事原価    630  100.0  446  100.0
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 14,811 14,811

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,811 14,811

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 15,329 15,329

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,329 15,329

資本剰余金合計   

当期首残高 15,329 15,329

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,329 15,329

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 670 670

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 670 670

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

当期首残高 600 600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 600 600

別途積立金   

当期首残高 18,680 18,680

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,680 18,680

繰越利益剰余金   

当期首残高 4,137 4,334

当期変動額   

剰余金の配当 △605 △605

当期純利益 802 408

当期変動額合計 197 △197

当期末残高 4,334 4,137

利益剰余金合計   

当期首残高 24,088 24,285

当期変動額   

剰余金の配当 △605 △605

当期純利益 802 408

当期変動額合計 197 △197

当期末残高 24,285 24,088
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △0 △0

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △766

当期変動額合計 △0 △766

当期末残高 △0 △767

株主資本合計   

当期首残高 54,229 54,426

当期変動額   

剰余金の配当 △605 △605

当期純利益 802 408

自己株式の取得 △0 △766

当期変動額合計 196 △964

当期末残高 54,426 53,461

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 203 98

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △105 7

当期変動額合計 △105 7

当期末残高 98 105

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △85 △22

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 62 29

当期変動額合計 62 29

当期末残高 △22 6

評価・換算差額等合計   

当期首残高 117 75

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42 36

当期変動額合計 △42 36

当期末残高 75 112

純資産合計   

当期首残高 54,347 54,501

当期変動額   

剰余金の配当 △605 △605

当期純利益 802 408

自己株式の取得 △0 △766

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42 36

当期変動額合計 154 △927

当期末残高 54,501 53,574
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１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法 

時価法 

  

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2）半成工事 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

  

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。 

 ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は建物15年～45年、構築物15年～50年、車輛運搬具４年、工具器具備品４年～20年であ

ります。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウェア５年であります。 

(3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  

５ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

  

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等を勘案して必要額を、貸倒懸念債権

及び破産更生債権については個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、次期支給見込額のうち当期負担分を引当てております。 

(3）役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるため、次期支給見込額のうち当期負担分を引き当てております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき計上しております。た

だし当期末においては年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差

異を加減した金額を超過しており、その差額は前払年金費用として計上しております。 

 過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）にて定額法により按分し

た額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）によ

る定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費用処理しております。 

【重要な会計方針】
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７ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処

理を行っております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約取引 

 ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務 

(3）ヘッジ方針 

 当社は、為替レートの変動により当社の収益・費用又は外貨建資産・負債の価値が変動するリスクをヘッジ

する目的で先物為替予約による外国為替関連のデリバティブ取引を実行しております。これらの取引は、全て

主管部署を財務部とした社内規程に則して実行されており、規程に記載されていないトレーディング目的の投

機的なデリバティブ取引の利用は行っておりません。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動との間に高い水準で相殺がお

こなわれたかどうかの評価を半期に一度以上行っております。 

  

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

【追加情報】
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※１ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとおりであります。 

  

２ 保証債務 

次の関係会社等について債務保証を行っております。 

※１ 経営指導念書の差入によるものであります。 

※２ 従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への債務保証のうち住宅資金貸付保険が付保されているものについ

ては、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務から除外しております。 

  

※１ 関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとおりであります。 

   

※２ 商品他勘定振替高の内訳 

  

※３ 固定資産売却益の内訳 

  

【注記事項】

（貸借対照表関係）

  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

売掛金 百万円 4,250 百万円 4,881

買掛金 百万円 222 百万円 207

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

三信国際貿易（上海） 

有限公司(銀行借入)※１ 
( 千米ドル) 2,655 百万円 220

三信国際貿易（上海） 

有限公司(銀行借入)※１
( 千米ドル) 2,155 百万円 176

従業員(銀行借入)※２   百万円 82 従業員(銀行借入)※２   百万円 78

SANSHIN ELECTRONICS 

(HONG KONG)CO.,LTD. 

（仕入債務）  

( 千米ドル) 5,213 百万円 433

SANSHIN ELECTRONICS 

(HONG KONG)CO.,LTD. 

（仕入債務）  

( 千米ドル) 10,420 百万円 855

SANSHIN ELECTRONICS 

CORPORATION(仕入債務)  
( 千米ドル) 412 百万円 34

SANSHIN ELECTRONICS 

CORPORATION(仕入債務) 
( 千米ドル) 390 百万円 32

計  百万円 771 計  百万円 1,143

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

受取利息及び配当金 百万円 416 売上高  百万円 23,598

経営指導料 百万円 425 受取利息及び配当金  百万円 520

    経営指導料  百万円 369

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

製造原価へ振替 百万円 321 製造原価へ振替 百万円 127

有形固定資産へ振替 百万円 9 有形固定資産へ振替 百万円 9

営業外費用他へ振替 百万円 31 販売費及び一般管理費他へ振替 百万円 △158

計 百万円 361   百万円 △22

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

工具、器具及び備品  百万円 0 工具、器具及び備品 百万円 0

計 百万円 0   百万円 0
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※４ 固定資産売却損の内訳 

  

※５ 固定資産除却損の内訳 

  

※６ 減損損失 

前事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。  

 当社は、事業の区分をもとに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、主に事業

所を単位として資産のグルーピングを行っております。 

 国内セットメーカーの多くが海外生産比率を高めている中、当社仙台支店におきましても、得意先の海外

生産移管の増加により売上の減少が見込まれておりました。さらに東日本大震災の影響により海外生産移管

の要請が一層強まったことから次期以降の業績の回復可能性が不透明となったため、当資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（230百万円）として特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は建物144百万円、構築物0百万円、工具器具備品0百万円、土地86百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、建物については固定資産税評価額、土地につ

いては路線価により評価しております。構築物及び備品については回収可能性が認められないため、その帳

簿価額を備忘価額まで減額しております。 

  

前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取り338株による増加であります。 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,000,406株は、市場買付けによる株式の取得1,000,000株及び単元未満株

式の買取り406株による増加であります。 

  

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

建物 百万円 0 その他 百万円 0

工具、器具及び備品 百万円 0   

土地  百万円 0     

計 百万円 1   百万円 0

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

建物 百万円 0 建物 百万円 5

工具、器具及び備品 百万円 0 工具、器具及び備品 百万円 0

計 百万円 0   百万円 6

場所 用途 種類 

宮城県仙台市 事務所、物流センター 建物、構築物及び土地等 

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首
株式数（株） 

当事業年度
増加株式数（株） 

当事業年度 
減少株式数（株） 

当事業年度末
株式数（株） 

普通株式（注）  627  338  －  965

合計  627  338  －  965

  
当事業年度期首
株式数（株） 

当事業年度
増加株式数（株） 

当事業年度 
減少株式数（株） 

当事業年度末
株式数（株） 

普通株式（注）  965  1,000,406  －  1,001,371

合計  965  1,000,406  －  1,001,371
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（借主側） 

１ ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、電子計算機及びその周辺機器並びに車輌であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額3,416百万円、前事業年度の貸借対照表計上額3,416百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

   

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

（リース取引関係）

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

  
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

繰延税金資産（流動）      

賞与引当金繰入限度超過額 百万円247  百万円210

商品評価損損金不算入 百万円206  百万円217

繰延ヘッジ損益 百万円15  百万円－

その他 百万円52  百万円57

繰延税金資産合計 百万円521  百万円485

繰延税金負債（流動）  

繰延ヘッジ損益  百万円－  百万円△3

繰延税金資産（固定）      

貸倒引当金繰入限度超過額 百万円15  百万円13

役員退職慰労長期未払金損金不算入 百万円41  百万円36

投資有価証券評価損損金不算入 百万円32  百万円5

ゴルフ会員権評価損損金不算入 百万円26  百万円17

減損損失損金不算入 百万円103  百万円87

社内システム自社開発費用損金不算入 百万円50  百万円76

その他 百万円5  百万円4

繰延税金資産小計 百万円276  百万円241

評価性引当額 百万円△119  百万円△74

 繰延税金資産合計 百万円156  百万円166

繰延税金負債（固定）      

その他有価証券評価差額金 百万円△64  百万円△56

前払年金費用 百万円△34  百万円△12

 繰延税金負債合計 百万円△99  百万円△68

繰延税金資産の純額 百万円579  百万円579

  
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.7  ％ 40.7

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％ 5.3  ％ 7.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ％ △17.2  ％ △39.4

住民税等均等割額 ％ 3.0  ％ 5.6

評価性引当額の増減額 ％ △15.1  ％ △8.7

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ％ －  ％ 12.3

その他 ％ 1.4  ％ 2.7

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 18.1  ％ 20.7
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の40.7％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込ま

れる一時差異については、35.6％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は44百万円減少し、法人税等調

整額が53百万円、その他有価証券評価差額金が7百万円、繰延ヘッジ損益が0百万円、それぞれ増加しております。 

  

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

    該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

当事業年度 
自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

１株当たり純資産額（円）  1,799.90  1,829.72

１株当たり当期純利益（円）  26.51  13.52

  
前事業年度

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

当事業年度 
自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

当期純利益（百万円）  802  408

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  802  408

普通株式の期中平均株式数（千株）  30,280  30,185

（重要な後発事象）
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【株式】 

  

 （注） 無形固定資産の（）内は内書きで電話加入権であり、減価償却を行わないため、償却累計額及び当期償却額に

は含めておりません。 

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

Link A Media Devices Corporation  2,092,050  410

横河電機株式会社  318,515  266

株式会社キングジム  376,100  249

ソニー株式会社  60,000  102

シャープ株式会社  166,684  100

日機装株式会社  106,000  91

日本電気株式会社  294,315  50

株式会社三重銀行  234,086  46

株式会社三井住友フィナンシャルグル

ープ 
 16,842  45

日本精機株式会社  36,300  37

その他21銘柄  2,383,082  210

計  6,083,974  1,613

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 当期首残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産                                      

建物  6,299 11 41 6,269  4,244  86 2,025

構築物  193 － － 193  169  2 23

車両運搬具  1 － － 1  1  0 0

工具、器具及び備品  481 13 50 444  416  17 28

土地  2,140 － － 2,140  －  － 2,140

リース資産  155 8 53 110  55  29 55

有形固定資産計  9,273 32 144 9,161  4,887  136 4,274

無形固定資産                                      

のれん  195 51 － 246  193  25 52

ソフトウエア  746 26 1 771  641  128 129

その他（注） 
 

( ) 

36

29 ( )

－

－ ( )

－

－ ( )

36

29
 7  0

( )

29

29

無形固定資産計（注） 
 

( ) 

978

29 ( )

77

－ ( )

1

－ ( )

1,054

29
 843  153

( )

211

29

繰延資産  － － － －  －  － －

繰延資産計  － － － －  －  － －
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  （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」5百万円は、一般債権分の洗替による戻入額4百万円及び債権回収に伴

う戻入額0百万円であります。 

  

【引当金明細表】

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  46  3  0  5  43

賞与引当金  608  554  608  －  554

役員賞与引当金  30  24  30  －  24

2012/06/21 15:06:4611792621_有価証券報告書_20120621150622

- 75 -



 平成24年３月31日現在における主な資産・負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】

内訳 金額（百万円） 

現金  3

預金   

当座預金  11,938

普通預金  25

通知預金  1,500

別段預金  0

外貨普通預金  27

計  13,492

合計  13,495

相手先 金額（百万円） 

株式会社内藤電誠町田製作所  277

ケイテック株式会社  101

株式会社バンダイナムコゲームス  59

堅田電機株式会社  44

雪印メグミルク株式会社  32

その他  254

合計  770

期日 金額（百万円） 

平成24年４月満期  264

平成24年５月満期  159

平成24年６月満期  146

平成24年７月満期  192

平成24年８月以降満期  8

合計  770
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③ 売掛金 

相手先別内訳 

（注）  東芝モバイルディスプレイ株式会社は平成24年４月１日をもって、株式会社ジャパンディスプレイとなりま

した。  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

④ 商品 

⑤ 半成工事 

  

相手先 金額（百万円） 

シャープ株式会社  4,894

TAIWAN SANSHIN ELECTRONICS CO., LTD.  3,499

東芝モバイルディスプレイ株式会社  3,333

ソニーイーエムシーエス株式会社  2,038

任天堂株式会社  1,821

その他  13,919

合計  29,506

当期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

366 

 43,033  102,804  116,330  29,506  79.8  129.1

品目 金額（百万円） 

半導体  6,968

一般電子部品  4,206

電子機器  278

合計  11,452

項目 金額（百万円） 

材料費  2

外注費  0

経費  0

合計  3
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⑥ 支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

⑦ 買掛金 

  

 該当事項はありません。 
  

相手先 金額（百万円） 

株式会社オービック  31

リコージャパン株式会社  17

シャープシステムプロダクト株式会社  15

株式会社コンテック  15

坂東電線株式会社  10

その他  36

合計  127

期日 金額（百万円） 

平成24年４月満期  76

平成24年５月満期  24

平成24年６月満期  18

平成24年７月以降満期  8

合計  127

相手先 金額（百万円） 

ルネサスエレクトロニクス株式会社  3,562

日本航空電子工業株式会社  1,594

ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社  826

日本電気株式会社  824

ＰＶクリスタロックスソーラー株式会社  581

その他  4,162

合計  11,552

（３）【その他】
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 （注）１  当社は定款の定めにより、単元未満株主は、「法令により定款をもってしても制限することができない

権利」及び「株主割当による募集株式及び募集新株予約権の割当を受ける権利」以外の権利を有しており

ません。 

   ２  株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関である住友信託銀行株式会社は、平成24年４月１日をもっ

て、中央三井信託銀行株式会社及び中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住友信託

銀行株式会社」に変更し、以下のとおり商号・住所等が変更となっております。 

  取扱場所    東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 

  （特別口座）  東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 

（特別口座） 

東京都中央区八重洲二丁目３番１号 

住友信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 

（特別口座） 

大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 ――――――― 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

公告方法は電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故

その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告す

る。 

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのＵＲＬは次の

とおりであります。 

http://www.sanshin.co.jp/ir/kohkoku.html 

株主に対する特典 なし 
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   該当事項はありません。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

(2）内部統制報告書及びその添付書類 

平成23年６月24日関東財務局長に提出 

  

(3）四半期報告書及び確認書 

  

(4）臨時報告書 

平成23年６月28日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報

告書 

  

平成24年４月19日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書 

  

(5)自己株券買付状況報告書  

  

 該当事項はありません。 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】

 事業年度（第60期）（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 平成23年６月24日 

  関東財務局長に提出 

 （第61期第１四半期）（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 平成23年８月12日 

 （第61期第２四半期）（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 平成23年11月11日 

 （第61期第３四半期）（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日） 平成24年２月13日 

  

  

  

関東財務局長に提出 

  平成24年３月７日 

  平成24年４月９日 

  関東財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三信電気株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三信

電気株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成24年６月22日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 飯野 健一  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安藤  武  印 
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＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三信電気株式会社の平成24年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、三信電気株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三信電気株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三信電気

株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成24年６月22日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 飯野 健一  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安藤  武  印 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  代表取締役社長松永光正は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」）の財務報告に係る内部統制を整備及び

運用の責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報

告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠

組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

  なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により、財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することはできない可能性があります。 

   

  財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成24年３月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しております。 

  本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（以下「全社的な内部統制」）につ

いて全社的な観点で評価し、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定いたしました。 

  当該業務プロセスの評価については、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及

ぼす統制上の要点を識別し、その統制上の要点の整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関

する評価を行いました。 

  財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点か

ら必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮

して決定しており、当社及び連結子会社６社のうち３社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、

業務プロセスの評価の範囲を合理的に決定いたしました。なお、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断

した連結子会社３社については、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

  業務プロセスの評価の範囲は、連結売上高を指標に概ね２／３程度の一定割合に達するまでの事業拠点を「重要な事

業拠点」として選定し、当社グループの事業目的に大きく関わる勘定科目である「売掛金」、「商品」、「売上

高」、「売上原価」に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。 

  さらに、重要な事業拠点において、選定した業務プロセスに加え、重要な虚偽記載の発生可能性が高い見積りや予測

を伴う重要な勘定科目を、決算・財務報告プロセスとして、内部統制の評価対象に追加いたしました。 

   

 上記の評価の結果、当事業年度の末日である平成24年３月31日において、当社グループの財務報告に係る内部統制

は有効であると判断いたしました。 

   

 付記すべき事項はありません。 

   

 特記すべき事項はありません。 

   

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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